
 近年の教育分野におけるＩＣＴの利活用については、各自治体における学校現場への導入事例
の増加のみならず、民間教育サービスにおけるタブレット端末の活用等の新たな学習スタイルの
登場など、多様な動向が見られるところです。 
 本セミナーでは、教育の情報化に関する最新の動向と自治体によるタブレット端末や電子黒板
などのＩＣＴ機器の活用による協働学習の成果や課題などを紹介し、教育の情報化の在り方を探っ
てまいります。 

～新たな学びと地方創生～ 

●日時 

会場 松江東急イン  ２Ｆ オーク（島根県松江市朝日町590 ／JR松江駅北口より徒歩約３分） 

対象 定員 自治体、教育関係者、教育情報化関連企業、 
学生のほか、教育情報化に関心がおありの方 

１００名（先着順） 

【主催者挨拶】 総務省中国総合通信局長 黒瀬 泰平 

基調講演 

中村 伊知哉 氏 
（慶應義塾大学大学院 
 メディアデザイン研究科  教授） 

講演１ 

福田 孝義 氏 （佐賀県教育委員会  副教育長） 

佐賀県では、教育の質を向上させ、社会の進展に応じた教育の推進を図るため、県政の最重要事業としてＩＣＴ利活
用教育に取り組んでいます。特に、今年度からは、県立高校でも全校で学習用ＰＣ一人一台体制を導入し、事業の本
格実施に移行しました。 
これまでの機器整備や教職員研修、新教育情報システムの開発の取組と今後の展望についてご紹介します。 

講演２ 
１ 

中田 省吾 氏 （新見市教育委員会  教育長） 

新見市では、平成２０年に市内全域に光ファイバ－ケ－ブルを敷設し、この情報インフラを活用して、小中学校での 
ＩＣＴ教育を推進しています。 平成２６年１０月には、中学生全員にタブレット端末を貸与し、電子黒板との双方向の授
業を市内全中学校で進めています。 
  ＩＣＴを授業で有効に活用し、子ども達の学習意欲と学力の向上を図り、学校教育の未来を創造する「新見市の学
びのイノベ－ション」について、講演します。 

教育の情報化は20年以上、論議が積み重ねられてきているが、日本の動きは遅い。ただしこの１年、大きな動きがあっ
た。熱心に取り組む地方自治体が増加し、政府の対応にも力が入っている。民間企業の取組も本格化している。 
予算、制度、インフラ整備など課題は山積しているが、これを前進させる策を共有したい。 



教育情報化セミナー in 松江 参加申込書 
FAXまたはE-mailにてお申込みください。 

申込期限 平成２７年１月２８日（水）必着 

E-mail 
chugoku-shinko@ml.soumu.go.jp 宛て 
※下欄の必要事項を記載の上、件名を「教育情報化セミナー
in松江 参加希望」として送信してください。 

FAX送信先 082-502-8152 
中国総合通信局 情報通信振興課 行 

お名前 

会社名（団体名） 

お役職 

ご住所 

電話番号 （      ）       
E-mail              @  
※申込みが定員になり次第、受付を締め切らせていただきます。 
※いただいた個人情報はセミナー開催に係る連絡用のみに使用させていただきます。 

 ◆主 催： 総務省中国総合通信局、中国情報通信懇談会  
 ◆後 援： 島根県教育委員会、松江市教育委員会、島根県私立中学高等学校連盟 
 
 ◆お問い合わせ先： 中国総合通信局 情報通信部 情報通信振興課  

           電話:(082)222-3466 E-mail：chugoku-shinko@ml.soumu.go.jp 

●コーディネーター 広島大学大学院教育学研究科技術・情報教育学講座 教授 渡辺 健次 氏 
 ＜ パネリスト＞ 中村 伊知哉 氏、福田 孝義 氏、中田 省吾 氏、山内 道雄 氏   

★ パネルディスカッション ★ 
～教育現場にＩＣＴの整備を進める 
                覚悟と展望～ 

講演３ 

山内 道雄 氏 （島根県海士町  町長） 

①冬は内航船の欠航が多く隣島に渡れない三島の中学生に対し、学習機会の損失を避けるため、各家庭で受講 
  できる双方向の遠隔授業を公営塾が指導。 
②中学校少人数のため刺激が少なく、隣島生徒との同時受講でライバル意識を創出。 
③知見を生かし島前高校でもICTを活用しドリームスクールへと発展させる。 
など、海士町の教育情報化の取組について講演します。 


